
公益法人の区分
国所管、都道府県所管の区

分
応札・応募者数

該当なし

落札率（%）

公益法人の場合

備考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　　　　　　　　　　　　　様式２－１

公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当官等の氏名、所属
する部局の名称及び所在地

契約締結日
契約相手方の商号また

は名称及び住所
法人番号

一般競争入札・指名競争入
札の別（総合評価の実施）

予定価格(円) 契約金額(円)

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人
の区分

国所管、都
道府県所管

の区分

応札・応
募者数

小倉公共職業安定
所（令５）レイアウト変
更に伴う電源工事

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
中山始
福岡市博多区博多駅東
２－11－１

令和5年10月5日
溝手建築工業株式会社
北九州市小倉北区中津口
1-10-35

9290801018889

会計法29条の3第4項
予決令第102条の4第3号
契約の性質若しくは目的
が競争を許さない場合又
は緊急の必要により競争
に付することができない場
合 予定価格が250万円を
超えない工事であるため

1,727,897円 561,000円 32.47% -

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　様式２－２

公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当官等の氏名、
所属する部局の名称及

び所在地
契約締結日

契約相手方の商号または
名称及び住所

法人番号
随意契約とした会計法
令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格(円) 契約金額(円) 落札率（%）
再就職の
役員の数

（人）

公益法人の場合

備考

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人の区分
国所管、都道府県所管の区

分
応札・応募者数

令和５年度国立県営福
岡障害者職業能力開発
校訓練用機器一式の調
達（流通ビジネス科リー
ス）

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
中山始
福岡市博多区博多駅東２－
11－１

令和5年10月5日
株式会社セイエイ
北九州市八幡西区楠橋
南1-1-4

9290801013485 一般競争入札 8,469,749円 6,899,200円 81.46%

落札率（%）

公益法人の場合

備考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　　　　　　　　　　　　　様式２－３

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名、所属
する部局の名称及び所在地

契約締結日
契約相手方の商号また

は名称及び住所
法人番号

一般競争入札・指名競争入
札の別（総合評価の実施）

予定価格(円) 契約金額(円)

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人
の区分

国所管、都
道府県所管

の区分

応札・応
募者数

該当なし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　　様式２－４

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名、
所属する部局の名称及

び所在地
契約締結日

契約相手方の商号または
名称及び住所

法人番号
随意契約とした会計法
令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格(円) 契約金額(円) 落札率（%）
再就職の
役員の数

（人）

公益法人の場合

備考

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。


